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協会役員コラム

『尊厳を保障する
リハビリテーションへの期待』

　医療法人の理事長となって 27 年目となりますが、「尊厳の保障」をライフワークとして、
医療や介護現場でおむつや機械浴槽などの過去の生活にないことを極力排除し、普通の生
活をどこまで実現できるかを目指して突っ走ってきました。自らの希望で、要介護や障害、
認知症をきたしている人はいるはずもなく、ある日突然、脳卒中を発症し要介護状態にな
られています。食事、入浴、トイレなど身の周りのことを他人に頼まないとできない状態
は耐えがたいことです。

　誰しも仕事に精を出したり、家族と団欒のひとときを過ごされたり、普通の暮らしをしていたお元気な頃
があります。寝たきりの多くは、疾患の発症当初から適切なリハビリテーションが施されていれば、防ぐこ
とができます。あきらめないことが肝心であり、人の体には奇跡的なことが起きるものです。特に、器質的障
害ではない廃用性機能障害は時を経ても回復することをしばしば経験します。フレイルも同様に改善し
ます。その人らしい暮らしを実現し、人生の最期まで尊厳を保障するリハビリテーションが、より多くの国民
の幸せとなることを心より期待しています！

研修会のお知らせ

● 令和４年度第１回リハビリテーション研修会

『リハビリテーション病院に対する病院機能評価の実際』 （LIVE & オンデマンド配信）
　 【日　時】令和４年 6 月１8 日（土）  13：00 ～ 16：00
　 【内　容】『事務・診療・看護サーベイヤーからみた病院機能評価のポイント』

令和４年度診療報酬改定において、回復期リハビリテーション病棟では、入院料１および３の施
設基準に『公益財団法人日本医療機能評価機構等が行う医療機能評価を受けている病院又はこれ
に準ずる病院であることが望ましい』が追加されました。これは、実績指数のベースとなるＡＤ
Ｌ評価を正しく行うための体制整備であり、更なる質の向上が期待されたことになります。これ
により、回復期リハビリテーション病棟を持つ多くの医療機関では、病院機能評価の受審に向け
た体制整備が進められていることと思います。
当協会では、日本医療機能評価機構の後援をうけ、リハビリテーション病院での病院機能評価（本
体審査）の受審に資するセミナーを企画しました。来年度から開始される予定の新バージョンの
情報もあり、受審に向けて大変参考になる内容となっています。

　 【講　師】宮井 一郎 氏 　（当協会理事／森之宮病院 院長代理）
澤山 　浩 氏 　（特定医療法人岡谷会 事務局長）
渡邊 　進 氏 　（熊本機能病院 副院長）
伊東 由美子 氏（長崎リハビリテーション病院 副院長）



厚生労働省からのお知らせ

● 新型コロナウイルス関連のお知らせ

　 ○ B.1.1.529 系統（オミクロン株）が主流である間の当該株の特徴を踏まえた感染者の発生場所毎の濃厚
接触者の特定等について

　 　  https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2022/03/20220316covid19.pdf

日本病院団体協議会からのお知らせ

● 医療事故の再発防止に向けた提言第１６号の公表について（医療事故調査制度）

　 　  https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2022/03/20220326mhlw-1.pdf
● 第１２回産科医療補償制度再発防止に関する報告書の公表について

　 　  https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2022/03/20220326mhlw-attach1.pdf
● 医療事故情報収集等事業第６８回報告書公表について

　 　  https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2022/03/20220326mhlw-attach2.pdf

日本リハビリテーション病院・施設協会
LINE公式アカウント https://www.facebook.com/rehakyo/

TOPICS

● 令和３年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）

地域リハビリテーション体制推進に向けた実態調査事業報告

本調査研究事業では、地域におけるリハビリテーションのニーズは介護予防や専門職の派遣に留まらず、
地域づくりに向けた住民への支援、事業を企画・運営する市町村および地域包括支援センターとの協働、
さらには広域的な視点を持ち関係団体との協働を踏まえた都道府県のサポートに及ぶことが改めて示され
ました。市町村・都道府県行政を支える各専門職や関係団体・機関の支援体制とその構築プロセスについ
ても、ヒアリング調査やモデル事業を通じて、その一例を提示することができ、地域に根差したリハビリ
テーション支援の実践に向けた効果的な体制構築に関する貴重な資料になったと考えます。

○ 地域リハビリテーション体制推進に向けた実態調査事業　調査サマリー
https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2022/03/r03rouken_summary.pdf

○ 地域リハビリテーション体制推進に向けた実態調査事業　調査報告書
https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2022/03/r03rouken_report.pdf

○ 地域リハビリテーション体制推進に向けた実態調査事業　参考資料
https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2022/03/r03rouken_reportref.pdf

○ 地域リハビリテーション体制推進に向けた実態調査事業　研修会資料
https://www.rehakyoh.jp/wp/wp-content/uploads/2022/03/r03rouken_seminarhandout.pdf

● 社会保障審議会中央社会保険医療協議会情報

○ 第 517 回 中央社会保険医療協議会 総会 (3/16）https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00141.html

○ 第 518 回 中央社会保険医療協議会 総会 (3/23）https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000212500_00142.html


